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行政省庁等に勤務する者のうち、裁判官出身者の官職一覧表

（令和5年12月1日現在）

省 庁 名 等 官 職 名

内 閣 官 房 1 (0) 副長官補付 1 (0)

内 閣 法 制 局 2 (0) 参事官 2 (0)

内 閣 府 2 (0) 公益認定等委員会事務局審査監督官 1 (0)

再就職等監視委員会再就職等監察官 1 (0)

公正取引委員会 2 (2) 事務総局審判官 2 (2)

金 融 庁 11 (4) 審判官 2 (2)

総合政策局総合政策課課長補佐 1 (0)

総合政策局リスク分析総括課課長補佐 1 (0)

企画市場局総務課課長補佐 2 (0)

企画市場局企業開示課課長補佐 2 (0)

証券取引等監視委員会事務局次長 1 (1)

証券取引等監視委員会事務局証券検査課課長補佐 2 (1)

デ ジ タ ル 庁 1 (0) 統括官付参事官付企画官 1 (0)

総 務 省 3 (0) 自治行政局市町村課課長補佐 1 (0)

総合通信基盤局電気通信事業部消費者行政第二課課長補佐 1 (0)

行政不服審査会事務局総務課課長補佐 1 (0)

公害等調整委員会 3 (2) 事務局審査官 2 (1)

事務局特別専門官 1 (1)

法 務 省 100 (16) 大臣官房審議官 2 (0)

大臣官房参事官 4 (1)

大臣官房秘書課長 1 (0)

大臣官房会計課長 1 (0)

大臣官房国際課付 1 (0)

大臣官房司法法制部長 1 (0)

大臣官房司法法制部参事官 1 (1)

大臣官房司法法制部付 3 (0)

民事局長 1 (0)

民事局総務課長 1 (0)

民事局民事第二課長 1 (0)

民事局民事法制管理官　 1 (0)

民事局参事官 7 (0)

民事局付　 20 (3)

刑事局付 2 (0)

人権擁護局付 1 (1)

訟務局長 1 (0)

訟務局訟務企画課長 1 (0)

訟務局民事訟務課長 1 (0)

訟務局行政訟務課長 1 (0)

訟務局付 16 (1)

法務総合研究所教官 4 (0)

法務局長 1 (0)

法務局訟務部長 6 (1)

法務局訟務部付 21 (8)

数 数

- 1 -

【共産党要求（最高裁４番）】最高裁提出

４（最高裁）
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省 庁 名 等 官 職 名数 数

外 務 省 11 (2) 総合外交政策局安全保障政策課国際安全・治安対策協力室課長補佐 1 (0)

総合外交政策局安全保障政策課国際平和・安全保障協力室課長補佐 1 (0)

北米局北米第二課課長補佐 1 (1)

国際法局課長補佐 1 (1)

領事局政策課ハーグ条約室課長補佐 1 (0)

在中華人民共和国日本国大使館二等書記官 1 (0)

在アメリカ合衆国日本国大使館二等書記官 1 (0)

在カナダ日本国大使館二等書記官 1 (0)

在ストラスブール日本国総領事館領事 1 (0)

国際連合日本政府代表部二等書記官 1 (0)

在ジュネーブ国際機関日本政府代表部二等書記官 1 (0)

財 務 省 1 (1) 国際局開発政策課課長補佐 1 (1)

国 税 庁 6 (4) 国税不服審判所長 2 (1)

国税不服審判所国税審判官 4 (3)

文 部 科 学 省 3 (0) 研究開発局原子力損害賠償紛争和解仲介室長 1 (0)

研究開発局原子力損害賠償紛争和解仲介室事務官 2 (0)

文 化 庁 1 (0) 宗務課専門官 1 (0)

厚 生 労 働 省 1 (0) 大臣官房総務課法務専門官 1 (0)

中央労働委員会 2 (2) 事務局特別専門官 2 (2)

農 林 水 産 省 2 (1) 大臣官房法務支援室長 1 (0)

輸出・国際局知的財産課首席審判官 1 (1)

経 済 産 業 省 2 (0) 経済産業政策局産業資金課長補佐 1 (0)

貿易経済協力局貿易管理部貿易審査課特殊関税等調査室長補佐 1 (0)

資源エネルギー庁 1 (0) 省エネルギー・新エネルギー部新エネルギー課長補佐 1 (0)

国 土 交 通 省 2 (0) 大臣官房法務支援室長 1 (0)

鉄道局国際課長補佐 1 (0)

衆 議 院 法 制 局 2 (0) 参事 2 (0)

国立国会図書館 1 (0) 参事 1 (0)

預 金 保 険 機 構 3 (2) 参与 3 (2)

日本司法支援センター 1 (0) 本部第二事業部国選弁護課長 1 (0)

派 遣 3 (1) インドネシア共和国最高裁判所（ジャカルタ首都特別州）派遣 1 (0)

カンボジア王国司法省（プノンペン市）派遣 1 (1)

国連事務局法務局（ウィーン市）派遣 1 (0)

計 167 (37) 167 (37)

（注）括弧内は女性で内数である。
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【共産党要求（最高裁４番）】最高裁提出



行政省庁等に勤務する者のうち、裁判官出身者の官職一覧表

（令和6年12月1日現在）

省 庁 名 等 官　 　職　 　名

内 閣 官 房 1 (0) 副長官補付 1 (0)

内 閣 法 制 局 2 (0) 参事官 2 (0)

内 閣 府 2 (0) 公益認定等委員会事務局審査監督官 1 (0)

再就職等監視委員会再就職等監察官 1 (0)

公 正 取 引 委 員 会 2 (1) 事務総局審判官 2 (1)

金 融 庁 11 (3) 審判官 2 (2)

総合政策局付 1 (0)

総合政策局総合政策課課長補佐 1 (0)

総合政策局リスク分析総括課課長補佐 1 (0)

企画市場局総務課課長補佐 2 (0)

企画市場局企業開示課課長補佐 1 (0)

証券取引等監視委員会事務局次長 1 (1)

証券取引等監視委員会事務局証券調査官 1 (0)

証券取引等監視委員会事務局証券検査課課長補佐 1 (0)

デ ジ タ ル 庁 2 (0) 統括官付参事官 1 (0)

統括官付参事官付企画官 1 (0)

総 務 省 3 (1) 自治行政局行政課課長補佐 1 (0)

総合通信基盤局電気通信事業部利用環境課課長補佐 1 (0)

行政不服審査会事務局総務課課長補佐 1 (1)

公害等調整委員会 3 (2) 事務局審査官 2 (2)

事務局特別専門官 1 (0)

法 務 省 101 (16) 大臣官房審議官 2 (0)

大臣官房参事官 2 (0)

大臣官房会計課長 1 (0)

大臣官房国際課付 1 (0)

大臣官房司法法制部長 1 (0)

大臣官房司法法制部参事官 1 (1)

大臣官房司法法制部付 3 (0)

民事局長 1 (0)

民事局総務課長 1 (0)

民事局民事第二課長 1 (0)

民事局民事法制管理官　 1 (0)

民事局参事官 7 (0)

民事局付　 20 (2)

刑事局付 2 (0)

人権擁護局付 1 (0)

訟務局長 1 (0)

訟務局訟務企画課長 1 (0)

訟務局民事訟務課長 1 (0)

訟務局行政訟務課長 1 (0)

訟務局民事訟務課民事訟務対策官 1 (0)

訟務局付 18 (3)

法務総合研究所教官 5 (1)

法務局長 1 (0)

法務局訟務部長 6 (2)

法務局訟務部付 21 (7)

数 数

- 1 -

４（最高裁）

【共産党要求（最高裁４番）】最高裁提出



省 庁 名 等 官　 　職　 　名

外 務 省 11 (1) 総合外交政策局安全保障政策課課長補佐 1 (0)

総合外交政策局安全保障政策課国際平和・安全保障協力室課長補佐 1 (0)

北米局北米第二課課長補佐 1 (0)

国際法局課長補佐 1 (1)

領事局政策課ハーグ条約室課長補佐 1 (0)

在中華人民共和国日本国大使館二等書記官 1 (0)

在アメリカ合衆国日本国大使館二等書記官 1 (0)

在カナダ日本国大使館二等書記官 1 (0)

在ストラスブール日本国総領事館領事 1 (0)

国際連合日本政府代表部一等書記官 1 (0)

在ジュネーブ国際機関日本政府代表部一等書記官 1 (0)

財 務 省 1 (0) 国際局開発政策課課長補佐 1 (0)

国 税 庁 6 (4) 国税不服審判所長 2 (1)

国税不服審判所国税審判官 4 (3)

文 部 科 学 省 3 (0) 研究開発局原子力損害賠償紛争和解仲介室長 1 (0)

研究開発局原子力損害賠償紛争和解仲介室事務官 2 (0)

厚 生 労 働 省 1 (0) 大臣官房総務課法務専門官 1 (0)

中 央 労 働 委 員 会 2 (2) 事務局特別専門官 2 (2)

農 林 水 産 省 2 (0) 大臣官房法務支援室長 1 (0)

輸出・国際局知的財産課首席審判官 1 (0)

経 済 産 業 省 2 (0) 経済産業政策局産業資金課長補佐（法令担当） 1 (0)

貿易経済協力局貿易管理部貿易審査課特殊関税等調査室長補佐（国際法規等調査担当） 1 (0)

資源エネルギー庁 1 (0) 省エネルギー・新エネルギー部新エネルギー課長補佐（訟務担当） 1 (0)

国 土 交 通 省 2 (0) 大臣官房法務支援室長 1 (0)

鉄道局国際課長補佐 1 (0)

衆 議 院 法 制 局 2 (0) 参事 2 (0)

国 立 国 会 図 書 館 1 (0) 参事 1 (0)

預 金 保 険 機 構 3 (2) 参与 3 (2)

日本司法支援センター 1 (0) 本部第二事業部国選弁護課長 1 (0)

派 遣 3 (1) 国連事務局法務局（ウィーン市）派遣 1 (0)

インドネシア共和国最高裁判所（ジャカルタ首都特別州）派遣 1 (0)

カンボジア王国司法省（プノンペン市）派遣 1 (1)

計 168 (33) 168 (33)

(注) 括弧内は女性で内数である。

数 数
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【共産党要求（最高裁４番）】最高裁提出



第９回報告に対する女子差別撤廃委員会最終見解（仮訳）

※本翻訳は、第９回報告に対する最終見解（確定版）の内閣府による仮訳であり、正確には原
文に当たってください。また、本仮訳は諸般の事情により、今後変更される可能性がありま
す。予め御留意ください

1. 委員会は、2024年10月17日に開催された第2104回及び第2105回会合(CEDAW/C/SR.2104、
CEDAW/C/SR.2105を参照のこと)において、日本の第9回定期報告書(CEDAW/C/JPN/9)について審査
した。

E. 主な懸念事項と勧告

条約の可視性及び選択議定書の締結

9. 委員会は、2020年に採択された第５次基本計画が、締約国が「女子差別撤廃条約の

選択議定書については、早期締結について真剣な検討を進める」と定めていることに関心を

もっ

て留意する。しかしながら、委員会は、この問題に関して関係省庁研究会を23回開催してい

るにもかかわらず、締約国が選択議定書の締結の検討にあまりに長い時間をかけていること

に遺憾の意を表する。加えて、委員会は、以下の点について懸念する。

(a)女子差別撤廃条約の認知度向上及び実施促進の努力が不十分であり、啓発活動は主にイン

ターネット上の情報発信に限られていること。

(b)条約の国内適用に関する司法機関及び法執行機関の能力開発の不足により、法的手続にお

ける条約の使用が制限されていること。

10. 委員会は、締約国が、委員会の前回の最終見解（CEDAW/C/JPN/CO/7-8、パラ８、９、

50）に沿って、選択議定書の締結に対する障害に速やかに対処し、かつ、取り除くよう勧告

する。委員会はさらに、締約国に対し、裁判官、弁護士及び法執行機関の専門家に対して、

条約、委員会の一般勧告及び選択議定書に基づく法解釈に関する能力開発を強化し、法的手

続においてそれらが十分に考慮されることを確保するよう勧告する。

52. 結婚、家族関係及びその解消の経済的結果に関する一般勧告第29号（2013年）に

沿って、委員会は締約国に以下のとおり勧告する。

(a)離婚手続において平等な財産分与を可能にするため、民法の規定の遵守を確保するための

措置を講じる。

(b)離婚を求める女性に利用しやすい料金で法的助言を提供し、子どもの親権と面会交流権を

決定する際にジェンダーに基づく暴力に十分に配慮することを確保するため、裁判官と児童

福祉司の能力開発を強化・拡大する。

(c)十分な数の安価な保育施設の供給や柔軟な勤務形態の実現を通じて、仕事と家庭生活の両

立を促進することを含め、シングルマザーに対する支援を行い、シングルマザーをめぐる性

差別的な固定観念を排除することに特化した措置を採用する。

(d)同性婚、国際私法に基づいて締結された婚姻及び登録された婚姻を認め、同性婚又は事実

婚の女性による養子縁組を認める。

2025年3月14日　衆議院法務委員会　日本共産党　本村伸子　配布資料
出典︓内閣府男女共同参画局「第９回報告に対する女子差別撤廃委員会最終見解(仮訳)」2024年10月から抜粋④




